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研究テーマ『多文化共生』
団体 　　　　 　　　　　所属　 　　　　　課   　　　　　係　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◎研究テーマ設定の背景　

2006年、国は、「地域における多文化共生推進プラン」を策定し、各地域で外国人をどのように受入
れ共生を図るべきかという方向性を示しました。多くの自治体では、総合計画に「多文化共生」を位置
付けたり、「多文化共生プラン」等を策定して、日本語の学習支援、多文化共生に関する意識啓発等を
中心とした取組みを進めてきましたが、生活に必要な情報が行き届かないために、トラブルの原因に
なってしまうとか、地域のイベントや自治会活動等の参加機会が限られるなど、外国人住民の暮らし
や、子育て、福祉、教育、労働等に係る諸課題への対応については、まだまだ十分とは言えない状況です。
一方、本格的な「少子超高齢・人口減少社会」の到来を目前にして、国は、人口が減少する我が国
の地域・経済の活性化に資する外国人材の戦略的な受入れを、2019年４月から進めています。東京都も、2020年東京オリンピック・パラリンピック大会を視野に入れながら、「世界をリードするグローバル都市」の実現に向け、行政・地域情報の多言語化や外国人住民の就業・起業支援、外国人支援人材の育成、区市町村や関連団体等との連携強化等、様々な取組を展開しているところです。
こうした状況下、増加傾向にあった多摩地域の各自治体における外国人住民は、今後ますます増えることが予想されるので、各自治体は、行政・地域情報の多言語化や外国人住民への生活支援、コミュニティ支援等にとどまらず、地域の担い手として活躍できる場が設けられた、将来に向かって日本人も外国人も、誰もが安全・安心して住み続けられる地域社会の実現を目指さなければなりません。どのようにすれば、真に必要なサービスを持続して安定供給できるのか、その供給体制も、将来の人口構成に合わせて自治体間同士、あるいは、NPO等の地域団体との連携や協力など、どう最適化するか等々、子育て、福祉、教育等の自治体行政の主要分野で、戦略的に取り組む必要があります。
研修生には、どうすれば、こうした地域社会の実現につながるかを、地域の実情を十分に掘り下げながら考えていただきます。
１ 所属団体にて研究テーマに関する基本計画・実施計画等がある場合は、必ず一読してきましょう。

 (１)所属団体での「多文化共生」に関する取組状況
裏面につづく
(２)あなたが必要と考える「多文化共生」の具体的な取り組み事例とその「理由」
２ 「多文化共生」について、所属団体で今後充実していかなければならない取り組みにはどのようなものがありますか。その「理由、目的、効果」など。
※このスペースで書ききれない場合は、別紙に記載してください。　
※この用紙は研修所ホームページ（http://www.tskweb.jp）からもダウンロードできます。
「トップページ＞研修紹介＞研修書式ダウンロード」をご覧ください。
　※その他参考資料
　　・国（法務省）：外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（確定版）
　　・東京都（総務局行政部）：多摩の振興プラン（概要版）
　　・東京市町村自治調査会：多文化共生に向けた地域における国際交流に関する調査研究報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




























































